
特 定 居 住 用 宅 地 等 の 判 定 チ ェ ッ ク リ ス ト
3 3 0 ㎡・ 8 0 %

被相続人 相続開始日

申告期限 対象宅地

1. 取得者ごとの要件（該当する行を1つ選ぶ）

取得者 満たすべき要件 判定 根拠資料・備考

被相続人の配偶者 要件なし（居住継続・保有継続とも不要。申告期限前に売却しても適用できる）

同居していた親族 相続開始の直前から申告期限まで引き続きその建物に居住し、かつ申告期限まで保有していること

上記以外の親族（いわゆる家なき子） 下の6要件をすべて満たすこと（1つでも欠けたら適用不可）

生計を一にしていた親族（被相続人と別
居） 相続開始前から申告期限まで引き続きその家屋に居住し、かつ申告期限まで保有していること

2. 家なき子の6要件（1つでも欠けたら適用不可）

№ 要件 判定 確認する資料・聞き取り

1 居住制限納税義務者・非居住制限納税義務者のうち日本国籍を有しない者ではないこと 戸籍の謄本等、住所の履歴

2 被相続人に配偶者がいないこと 戸籍の謄本等

3 相続開始の直前にその家屋に居住していた被相続人の相続人（相続放棄がなかったものとした場合の相続人）がい
ないこと 戸籍の謄本等、住民票

4 相続開始前3年以内に、日本国内にある自己・配偶者・三親等内の親族・特別の関係がある一定の法人が所有する
家屋に居住したことがないこと 過去3年の住所、賃貸借契約書、家屋の名義

5 相続開始の時に住んでいる家屋を、相続開始前のいずれの時点でも所有していたことがないこと 登記事項証明書

6 その宅地等を相続開始の時から申告期限まで保有していること 売却予定の有無を相続人へ確認

実務で引っかかりやすいのは4と5です。持ち家を子や同族法人に売って賃借し続けているケースは、4か5のどちらかで落ちます。聞き取りでは「今の家は誰の名義か」「過去3年の住所」を必ず取ってください。
老人ホーム入所中に亡くなった場合は、要介護認定・要支援認定または障害支援区分の認定を受けたうえで特別養護老人ホーム等に入居していれば、入居直前の居住の用が被相続人の居住の用として扱われます
（空き家を賃貸に出した場合や、被相続人等以外の人が住み始めた場合は適用できません）。二世帯住宅は、区分所有建物である旨の登記がされていると対象範囲が被相続人の居住部分だけに絞られるため、判定
前に登記事項証明書で区分所有登記の有無を確認します。
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